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１．はじめに 

大型商業施設で火災等の災害が起こった直後に、避難に

必要な情報はまず音声情報 (館内放送、サイレン等)で伝達

される。しかし、聴覚障がい者は音声情報を得にくいため、

速やかな避難のためには何らかの視覚的な情報を得る必

要がある。また、自分が熟知している商業施設と良く知ら

ない商業施設での避難では、避難行動も変わってくると考

えられる。一般的な大型商業施設において、災害時の避難

という観点からの建築防災計画上の問題点を踏まえて、ど

のような情報をどのような方法で商業施設内の聴覚障が

い者へ伝達すればよいかという課題に関して、有効な手段

は得られていない。 

そこで、大型商業施設の建築防災計画上の問題点を探り、

有効な視覚情報提供のあり方を検証するために、実際の大

型商業施設で聴覚障がい者が参加する災害情報配信実験

を行った。具体的には、非常階段の配置と避難誘導灯の設

置方法に関する問題点を指摘し、これを解決する方策とし

てスマートフォンへの災害情報配信を提案した。さらに、

聴覚障がい者に対して有効な災害情報配信の方法と内容

について実験を繰り返して検証し、今後の展望を示した。 

 

２．実験目的と概要 

本研究では、大型商業施設の建築防災計画上の問題点を

探り、有効な視覚情報提供のあり方を検証することを目的

として、実際の商業施設で聴覚障がい者が参加する災害情

報配信実験を行った。視覚情報提供方法として、最も汎用

性が高いと考えられるスマートフォンへの災害情報配信

を提案した。5 回実施した実験の概要を表 1 にまとめて示

す。実験参加者は、両耳の聴力レベルがおおむね 60 デシ

ベル以上の者、又は補聴器等の使用によっても通常の話声

を解することが不可能、もしくは著しく困難な程度の大学

生である。実験場所とした商業施設 1、 2 は、延べ床面積

がそれぞれ約 85,000 ㎡、約 105,000 ㎡であり、つくば地区

にある関東最大級のショッピングセンターである。ただし、

商業施設 1 は実験参加者が日頃から利用しているが、商業

施設 2は実験参加者には不慣れであることが大きな違いで

ある。まず、参加者が熟知している商業施設で 5 つのメデ

ィアを利用した実験を行い、最も有効なメディアとして

LINE を選択した。その後、眼鏡型カメラを導入して実際

の避難状況を把握し、災害情報配信専用アプリの開発と利

用、スマートウォッチによる振動通知の利用等を行った。 

 

表 1 5 回実施した実験の概要 

検討内容 

（第 1 回実験） 

災害情報配信に対

するメディアの有

効性の検討 

（第 2 回実験） 

災害情報配信に対

する異なる場所で

の認識度の検討 

（第 3 回実験） 

眼鏡型カメラを使

った建築防災計画

上の問題点の検討 

（第 4 回実験） 

専用アプリを使っ

た確実な情報提供

の検討 

（第 5 回実験） 

スマートウォッチ

の振動通知と動画

を使った情報提供

の検討 

場所 商業施設 1 商業施設 2 商業施設 2 商業施設 2 商業施設 2 

条件 

参加者が既知の場

所 

参加者が未知の場

所 

参加者が未知の場

所 

参加者が未知の場

所 

参加者が未知の場

所 

実験参加者 22 名 実験参加者 20 名 実験参加者 10 名 実験参加者 10 名 実験参加者 10 名 

ツール 

5 つのメディア

（LINE, Email, 

Twitter, Facebook, 

Instagram） 

LINE LINE 

眼鏡型カメラ 

専用アプリ 

眼鏡型カメラ 

専用アプリ 

眼鏡型カメラ 

スマートウォッチ 

概要 

5 つのメディアを対

象として、最も災害

情報の配信に有効

なものを確認し、か

つ、実験を行う商業

施設の建築防災計

画上の問題点を調

査する 

LINE を使い、実験

参加者が良く知ら

ない商業施設にお

いて災害情報配信

実験を行い、災害情

報の有効性と建築

防災計画上の問題

点を調査する 

眼鏡型カメラを使

い、避難をしている

様子を実験参加者

の視線で確認する。

これにより、避難に

関する問題点を明

らかにする 

災害情報を送信し

た時刻、参加者が閲

覧した（既読となっ

た）時刻をリアルタ

イムで記録できる

専用アプリを導入

する 

災害情報を確実に

伝えるために、振動

通知を利用する。災

害情報に動画を埋

め込むことによる

避難への有効性を

調査する 
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３．本実験で使用した機器 

(1) 眼鏡型カメラ：眼鏡の中心にレンズが設置されており、

実験参加者が見ている映像を内蔵メモリに収録できる（図

１参照）。 

 

 

 

 

  
図 1 眼鏡型カメラ 

 

 (2) 災害情報配信専用アプリ：筑波技術大学、早稲田大学、

日本大学、清水建設で共同開発したスマートフォンへの災

害情報配信アプリで、災害情報を送信した時刻、参加者が

閲覧した（既読となった）時刻をリアルタイムで記録する

ことができる。アプリ管理システム上で、記録されている

データの例を図 2 に示す。13 時 29 分 37 秒に配信され、そ

の 3 分 48 秒、13 秒後に実験参加者が配信情報を閲覧した

ことがわかる。 

 

図 2 災害情報配信用専用アプリ管理システム 
  

(3) スマートウォッチ：スマートフォンと連動し、災害情

報を受信できる腕時計型携帯端末である。腕に装着して、

振動で災害情報の受信を覚知できる。実験で使ったスマー

トウォッチを図 3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3 スマートウォッチ（Apple 社製 アップルウォッチ） 

 

４．実験内容 

(1) 第 1 回実験：災害情報配信に対するメディアの有効性

の検討 

 実験参加者が良く知っている大型商業施設を対象に、火

災が起こったと想定し、5 つのメディアに災害情報を配信

する。そこから 5 つのメディアでどれが有効かを調べると

共に建築防災計画上の問題を調べるために、実験を行った。 

5 つのメディアとは LINE、Email、Twitter、Facebook、

Instagramとした。5つのメディアを実験で使用するために、

下記のような手順で災害情報を配信した。 

①  E-mail はメーリングリストを作成して配信する。 

②  LINE はグループ機能で一斉に情報を配信する。 

③ Twitter、Facebook、Instagram は実験用アカウントを

フォローしてもらい情報を配信する。 

商業施設 1 の 3 階のカフェを火災発生現場とし、実験対

象者 22 人を対象に、5 つのメディアを使い、スマートフォ

ンに災害情報を配信した（図 4 参照）。実験後アンケート

を行って、有効なメディア、災害情報の内容、避難階段の

位置等の建築防災計画等について確認した。その一例とし

て、５つのメディアのうちどのメディアが一番有効と感じ

たか、という設問に対するアンケートの結果を図 5に示す。 

  

図 4 配信した災害情報（スマートフォン画面） 

 

 

図 5 5 つのメディアの有効性に関するアンケート結果 

 

実験結果から、情報伝達に関しては LINE が最も有効な

手段であった。また、商業施設 1 は、実験参加者がよく行

っている（知っている）場所にも関わらず、非常階段の場

所がわからない参加者が半数程度であった。非常階段に誘

導するような避難誘導灯が実験参加者の印象には残って

おらず、災害時の避難に関する建築防災計画上の問題と考

えられる。 

出火場所 避難場所 

火災現場写真 
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(2) 第 2 回実験：災害情報配信に対する異なる場所での認

識度の検討 

 第 1 回実験で一番有効だったメディアである LINE を使

って、参加者が全く知らない大型商業施設で、第 1 回実験

と同様の実験を行った。商業施設 2 のカフェを火災発生現

場とし、実験対象者 20 人に災害情報を配信した。 

 実験場所の商業施設を熟知しているかどうかに関わら

ず、災害情報を配信しても非常階段までの経路を把握でき

ない実験参加者が半数程度で、建築防災計画上、非常階段

の設置場所や避難誘導灯の設置方法に問題があることが

わかった。建築防災計画上の視点から見た際、階段が見に

くい位置にあることと、避難誘導灯が多く設置されている

が肝心の避難階段に対する誘導灯が見にくいことが問題

と考えられる。例として、避難誘導灯に気が付いたか、と

いう設問に対するアンケート結果を図 6 に示す。 

 

  
図 6 避難誘導灯に関するアンケート結果 

  

(3) 第 3 回実験：眼鏡型カメラを使った建築防災計画上の

問題点の検討 

 第 2 回実験と同様の場所で、実験参加者に３.(1)に示し

た眼鏡型カメラを付けてもらい、実験参加者の視線での映

像を取得し、建築防災計画と避難に関する具体的な問題点

について調査するために実験を行った。 

商業施設 2 の 1 階のカフェを火災発生現場とし、実験対

象者 10 人に眼鏡型カメラを使ってもらい、実際に避難を

している様子をモニタリングする。眼鏡型カメラによる映

像（画像）の例を図 7 に示す。映像の分析を行った結果、

多くの実験参加者は、災害情報配信前後において、前方の

下の方を見ていることがほとんどで、上方にある避難誘導

灯の存在にも気が付いておらず、非常階段への経路を示す

ことに対して有効ではないことがわかった。 

 

  

(a) 災害情報受信時の様子    (b) 避難階段を探す様子 

図 7 眼鏡型カメラによる映像（画像）の例 

また、実験参加者は、配信した災害情報をしっかりと確認

しているものの、非常階段への経路を見つけることが極め

て困難であることが映像からも明らかであった。 

 

(4) 第 4 回実験：専用アプリを使った確実な情報提供の検

討 

 第 3 回実験までは、実験参加者が最も有効と回答したメ

ディアとして LINE を使っていたが、LINE では、災害情報

を送信してから受信するまでの正確な時間の計測ができ

ない。そのため、送信から受信までリアルタイムで計測、

記録できる災害情報配信専用アプリ（３.(2)参照）を開発

し、実験に導入した。 

 商業施設 2 の 1 階のカフェを火災発生現場とし、実験対

象者 10 人に眼鏡型カメラを使ってもらい、専用アプリに

より災害情報を送信した。専用アプリは災害情報を送った

時刻と、実験参加者が災害情報を受信し、閲覧した時刻（既

読）をリアルタイムで表示できる。災害情報を送った時刻、

閲覧した時刻を集計した結果、早い実験参加者は 30 秒以

内であったが、遅い実験参加者は 2 分以上気づかなかった

場合もあった。いざという時に少しでも早く気づかないと

手遅れになる可能性がある。また、第 1 回実験からの共通

した課題であるが、災害情報受信時に、実験参加者が自分

の現在地を把握することができず、情報を送っても速やか

に非常階段に向かうことが難しく、スマートフォンへの災

害情報の配信だけでは、有効性に限界があることが示唆さ

れた。 

 

(5) 第 5 回実験：スマートウォッチの振動通知と動画を使

った情報提供の検討 

 第 5 回実験では、災害情報を確実に受信するために、

３.(3)に示したスマートウォッチの振動通知機能を使用し

た。また、速やかな避難につながる情報提供のために、災

害情報の中に非常階段までの経路を示す動画を埋め込み、

その有効性を検証した。 

 商業施設 2 の 1 階のカフェを火災発生現場とし、実験対

象者 10 人に眼鏡型カメラを使ってもらった。また対象者

10 人のうち 5 人はスマートウォッチを着用してもらい、振

動通知を使った災害情報の提供を試みた。スマートウォッ

チを使うことで災害情報を発信してから受信するまでの

時間を短縮できるかどうかを調査し、災害避難情報に動画

を埋め込むことで自分のいる場所がわからなくてもスム

ーズに避難できるどうかを検証した。 

表 2 に、災害避難情報を送信してから、実験参加者が受

信して閲覧するまでの時間の計測結果を示す。同表には、

スマートウォッチ有りと無しの合計 10 名の実験結果が示

されている。これらを比較して、有りの方が時間が遅くな

っているケースが見られるが、腕で振動を覚知してからス

マートフォンを見るまでの時間を考慮すると、ほぼ互角と
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考えられる。しかし、無しの場合の実験結果 3 を見ると、

2 分 26 秒と大幅に遅くなっていることから、スマートウォ

ッチ有りの場合は、振動機能により情報の配信に気がつか

ない実験参加者は無く、災害情報の確実な受信に有効であ

ることがわかった。図 8 に、動画の有効性に関するアンケ

ート結果を示す。写真、画像、テキストのみの災害情報よ

りも、動画を使った避難誘導が効果的であることがわかる。 

 

表 2 災害情報配信から受信までの時間 

第 5 回実験結果 1 2 3 4 5 

スマートウォッチ有 19 秒 13 秒 13 秒 23 秒 15 秒 

スマートウォッチ無 12 秒 10 秒 2分 26秒 14 秒 9 秒 

 

 

図 8 避難のための動画の有効性に関するアンケート結果 

 

５．実験結果の考察 

実際の大型商業施設で実施した聴覚障がい者が参加す

る災害情報配信実験の結果から、以下のことが明らかにな

った。 

(1) 第 1 回、第 2 回実験から、実験参加者が日々使い慣れ

ている LINE が最も情報を得やすいツールであることがわ

かった。また、実験場所の大型商業施設を熟知しているか

どうかに関わらず、災害情報を配信しても非常階段までの

経路を把握できない実験参加者が多く、建築防災計画上、

非常階段の設置場所や避難誘導灯の設置方法に問題があ

ることがわかった。さらに、実験実施場所の商業施設 2 の

防災担当責任者へのインタビューにより、年に二回行われ

る防災避難訓練は従業員のみの参加であり、避難誘導灯が

示す本来の非常階段は使われておらず、位置も把握されて

いないこと、一般客が普段利用できる非常階段への避難誘

導灯の設置が不十分であることなどが明らかになった。 

(2) 第 3 回実験では、眼鏡型カメラを実験参加者に着用し

てもらい災害情報配信実験を行った。映像の分析を行った

結果、多くの実験参加者は、災害情報配信前後において、

前方の下の方を見ていることがほとんどで、上方にある避

難誘導灯の存在にも気が付いておらず、非常階段への経路

を示すことに対して有効ではないことがわかった。また、

実験参加者は、配信した災害情報をしっかりと確認してい

るものの、非常階段への経路を見つけることが極めて困難

であることが映像からも明らかであった。 

(3) 第 4 回実験、第５回実験では、スマートフォンに自由

に情報が配信できて、スマートウォッチの振動通知も利用

でき、かつ情報を送った時刻、実験参加者が災害情報を受

信して閲覧した時刻がリアルタイムでわかる災害情報配

信専用アプリを導入した。計測した結果、災害情報を配信

してから閲覧までの時間は 20 秒以内であった。 

(4) 第４回実験、第 5 回実験から、速やかな避難につなが

る情報提供のために、災害情報の中に非常階段までの経路

を示す動画を埋め込んだ。さらに、災害情報を確実に受信

するために、スマートウォッチの振動通知機能を試用した。

その結果、動画による非常階段への誘導はわかりやすく、

有効であったという意見が得られた。また、スマートウォ

ッチの振動通知機能を利用した場合、情報の配信に気が付

かない参加者は無く、災害情報の確実な受信に有効である

ことがわかった。 

 

６．まとめ 

本研究により、一般的な大型商業施設での建築防災計画

上の問題点が明らかとなり、災害直後の音声情報が得にく

い聴覚障がい者にとって、スマートフォンへの災害情報配

信は有効で、さらに、動画、スマートウォッチの振動機能

等を選択できれば安全性の向上につながることが確認で

きた。 
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